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１．環境問題と社会的ジレンマ  

 社会的ジレンマは、Dawes（1980）により以下のように定義されている。  

社会的な状況において、個人が協力か非協力のいずれかの行動を選択できる場合に、  

(a) 他者が協力、非協力のどちらを選択しようとも、個人にとっては非協力を選択する

方が協力を選択するよりも利益が大きい  

(b) しかし、全員が非協力を選択するよりも、全員が協力を選択する方が、すべての個

人にとって受ける利益が大きい  

典型例として、Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームが取り上げられることが多い。その場合、社

会的に望ましい行動としては全員が協力を選択することであるが、個人が他者の選択と無

関係に利益を求めるならば、全員が非協力を選択することで均衡してしまうことになる。

その結果、すべての個人は全員が協力した場合に得られるだけの利益を得られないことに

なるが、個人にとってはそのような状況で協力を選択すれば必ず利益を減らすことになる

ので、構造的には全員の協力行動を導くことができないのである。  

 社会的ジレンマは、社会生活のいたるところに存在している。たとえば、土場（2008）

は日常生活で遭遇するような社会的ジレンマとして、次のような例をあげている。  

 朝寝坊したので出勤前に急ぎごみ袋を収集所に放り投げると、近隣住民のみんながそ

うしているのでカラスがごみを食い散らかして荒れ放題になっている。急いでいるし雨

も降っているのでマイカーで会社に行こうとすると、通勤者のみんながそうしているの

で道路は大渋滞し、けっきょく会社に遅刻して到着する。会社では、尐しぐらいさぼっ

ても仕事に差し支えないだろうとインターネット掲示板に上司の悪口を書き込むと、同

僚のみんながそうしているので尐しも仕事がはかどらない。仕事が終わって帰りに同僚

と居酒屋に行くが、周りがうるさくて話が聞こえないので大きな声で話をしようとする

が、客のみんながそうするのでますます聞こえない。疲れ果てて家に帰ってすぐに寝よ

うとするが、熱帯夜でなかなか眠れないのでエアコンをつけて寝ようとすると、大都会

の住民全員がそうするので電力オーバーで停電になってしまう……。（p3）  

この例にもあげられているように、個人個人が快適で便利な生活を求めた結果、環境の悪

化という形で全員が不利益を被るという意味で、環境問題が社会的ジレンマの構造を備え

ていることがしばしば指摘される。その場合には、囚人のジレンマ・ゲームよりも一般的

な形で問題提起され、特に「資源ジレンマ（ resource dilemma）」と「公共財ジレンマ（public 

goods dilemma）」とよばれる２種類のジレンマが取り上げられることが多い。前者は、Hardin
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（1968）による「共有地の悲劇」が典型例であり、ある割合でしか補充されない共有の資

源を枯渇させないように消費するための方略が問題とされる。後者は、何らかの公共財を

生み出すために必要な貢献を人々がどれだけ行うかという状況であり、貢献をしないで公

共財の恩恵を受けようとするフリーライドの存在が問題視される。通常、資源ジレンマで

は個人の短期的な利益追求が長期的にメンバー全員に不利益をもたらす状況（社会的トラ

ップ）、公共財ジレンマでは個人が短期的に支払うコストが長期的にメンバー全員に利益を

もたらす状況（社会的フェンス）として定式化される（ Joireman, 2005）。環境問題では、

短期的に快適で便利な生活を営むことで長期的に地球温暖化などの社会的不利益がもたら

されることと、短期的に環境配慮行動を行うことで長期的に地球環境の持続性が保たれ社

会的利益がもたらされることに相当する。  

 公共財ジレンマとして環境問題をとらえる場合に、個人が環境配慮行動を積極的に行う

ための条件として、効力感（efficacy feeling）が重要と考えられる。大島（2010）は、アジ

ア 4 カ国の調査結果から、「私だけが環境のために何かをしても、他の人も同じことをしな

ければあまり意味がないと思う」という項目に対して、アジア諸国では西欧諸国よりも「そ

う思う」という回答が多いことを指摘し、ボランティア意識との関連を論じている。ボラ

ンティア行動は、個人にとっては何らかのコストを支払う必要のあるものであるが、長期

的に社会に利益をもたらすことを前提に行われるもので、公共財ジレンマの解決の手がか

りとして位置づけることができる。実際、世界では数多くの環境ボランティア組織が活動

をしており、環境問題解決へ向けての貢献が非常に大きいと期待されている。したがって、

「社会の利益のために、私一人でもコストを支払って何かをする」というボランティアの

意識と行動が、どのような条件で醸成され発現されるのかを検討することは、環境問題を

考える上で大きな意味があると思われる。  

 

 

２．ボランティア・ジレンマ  

Diekmann（1985）は、表１のような利得行列を持つゲームを紹介し、「ボランティア・

ジレンマ・ゲーム」と名付けた。このゲームでは、Ｎ人のプレーヤーのうち誰か１人でも

ボランティアとして協力を選択すれば、全員がＵの利益を得ることができるが、協力行動

にはコストＫがともなうため、協力を選択したプレーヤーはＵ－Ｋの利益を得ることにな

る。一方、非協力を選択したプレーヤーは、誰かが協力を選択しさえすればＵの利益を得

られるので、協力を選択したプレーヤーよりも利益が大きい。ところが、もしも全員が非

協力を選択した場合には、全員が利益を得られないことになってしまうのである。  

 

表１．Ｎ人ボランティア・ジレンマ・ゲームにおける利得行列  

（Ｕ－Ｋ＞０，Ｎ≧２）  

自分以外の協力行動の人数  ０  １  ２  ・・・  Ｎ－１  

協力行動の利得  Ｕ－Ｋ  Ｕ－Ｋ  Ｕ－Ｋ  ・・・  Ｕ－Ｋ  

非協力行動の利得  ０  Ｕ  Ｕ  ・・・  Ｕ  



環境問題の社会的ジレンマにおけるボランティア行動 

Diekmann は、社会に存在するボランティア・ジレンマの例として、援助行動における傍

観者効果（Darley & Latane, 1968）を紹介している。たとえば、多くの人が目の前で事件や

事故を目撃したとして、誰か１人でも労力を払って援助すればよいのであるが、全員が他

の誰かによる援助行動を期待した結果、最終的に誰も援助しないという、目撃者自身にと

っても最悪の結果を招いてしまうのである。（この場合、目撃者全員が、援助が行われるこ

とを望んでいるということを前提としている。）他にも、禁煙の場所で喫煙している人がい

るために、その場にいる人々が不愉快な思いをしていても、誰も注意しないといった状況

も想定できる（Franzen, 1999）。  

 ボランティア・ジレンマにおいては、メンバー間でボランティアを決めるための合意が

あれば（たとえば「くじ引き」で決めるなど）、誰か１名がボランティアとして協力行動を

選択し、他のメンバーが非協力を選択するという均衡状態が存在し得る。しかし、現実の

社会問題ではそのような合意が不可能な場合がほとんどで、何らかの混合戦略を導入せざ

るを得ない。Diekmann（1985）は、表１の利得行列において混合戦略における均衡解を以

下のようにして求めている。すなわち、プレーヤーｉが非協力を選択する確率をｑ ｉとす

ると、ｉの利得の期待値は  

Ｎ  

Ｅｉ＝ｑｉＵ（１－Πｑｉ）＋（１－ｑｉ）（Ｕ－Ｋ） ただしｉ≠ｊ  

ｊ  

となる。Ｅｉをｑｉで微分した値を０とおくと、最大の利得を得られる対称解は  

ｑ０＝（Ｋ／Ｕ）１／（Ｎ－１）  

となり、その利得はＵ－Ｋとなる。すなわち、ボランティアを選択するというマキシミン

戦略を超えないことが示される。  

 対称解ｑのもとでは、尐なくとも１人のボランティアが出現する確率は  

Ｐ＝１－ｑＮ＝１－（Ｋ／Ｕ）Ｎ／（Ｎ－１）  

となる。この式から、ボランティアが出現する可能性は、協力行動のコストＫが大きいほ

ど小さくなり、利得Ｕが大きいほど大きくなることがわかる。さらに、ＰのＮに対する微

分値は負となるので、ボランティアが出現する可能性はＮが大きくなるほど小さくなるこ

とも示されている（Franzen, 1999）。個人のレベルでは、コストが小さく利得が大きいほど

ボランティアを選択する可能性が高くなり、その結果メンバー全体でボランティアが出現

する可能性が高くなるということは直観的にも理解しやすい。また、ボランティアが１人

でもいれば全員が利益を得ることができるので、メンバーの人数が多くなるほど個人がボ

ランティアを選択する可能性が小さくなることも当然といえる。しかし、個人の選択の可

能性が一定であれば、人数が増えることにより全体としてのボランティア出現の可能性は

高くなるので、人数が増えても全体としての出現の可能性が低くなるほどに個人の選択の

可能性が低くなるという予測は検証の余地がある。  

 Franzen（1995）は、人数について 2 人から 101 人までの 8 条件を設け、コストを 50 点、

利得を 100 点とするボランティア・ジレンマの実験を行い、協力行動を取るメンバーの割

合を調べた。その結果、人数が多いほど協力行動の割合が減尐する傾向は見られたものの、

理論的に予測される均衡解よりも割合が高く、全体としてのボランティア出現の可能性は

人数が多いほど高くなり、100％に近づくことが示された。また、Murnighan, Kim, & Metzger
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（1993）は、協力行動（ボランティア）と非協力行動の利得を体系的に変化させ、人数に

ついても 2 人から 100 人の 5 条件を設定して実験を行った。実験では、たとえばボランテ

ィアの利得が 2 ドル、非ボランティアの利得が 200 ドル、メンバーが 100 人の条件の場合

には、以下のようなシナリオが参加者に示された。  

 あなたは、99 人の見知らぬ人たちとともに待合室にいます。そこに上品な身なり

の人が来て、あなたに次のような話を持ちかけます。「もしも、ここにいる人たちの

うちの誰か１人でも『自分は 2 ドルだけもらえればよい』と言ったならば、他の人

たちには全員に 200 ドルをさしあげます。ただし、全員が 200 ドルを欲しいと言っ

たならば、誰にもお金はあげられません。」  

 あなたは、2 ドルだけ欲しいと言いますか、それとも 200 ドル欲しいと言いますか。 

実験の結果、ボランティアの利得が大きいほどボランティアの割合が大きく、ボランティ

アの利得に対する非ボランティアの利得の割合が大きいほどボランティアの割合が小さく

なることが示された。メンバーの人数に関しては、人数が多いほどボランティアの割合が

減尐することが示されたが、Franzen（1995）と同様に、ボランティアの割合は理論的に予

測される割合よりも高い結果が得られている。  

 メンバーの人数が多くなった場合に、ゲーム理論からの予測以上にボランティアの出現

する可能性が高いという実験結果は、人間の行動が単に利得の期待値を最大化することだ

けでなく、愛他心や道徳心、社会的規範といった心理的な要因の影響を受けることを考慮

する必要性を示すものと考えられる。  

 

 

３．実験の実施  

 社会的ジレンマ状況において協力行動を促す方法として、協力行動に何らかの報酬を与

えるか、非協力行動に何らかの罰を与えるという「管理システム」の導入が考えられる。

報酬や罰の導入は、利得行列を変化させることを意味するが、すでに存在するジレンマに

そのようなしくみを付け加える場合には、そのためのコストが必要となる。コストには、

報酬や罰を与える作業に必要なコストに加え、メンバーが協力行動を取っているか否かを

監視するためのコストが含まれる。たとえば、グループのメンバー全員の行動を常に監視

する人を雇うとすれば、その人に支払う報酬が必要となる。現実の社会では、たとえば政

府が税金を集めることによりそれらのコストを負担することが可能となっているが、その

ような強い管理組織がない場合には、メンバーが自主的にコストを分担して負担する必要

が生じる。しかし、そのような管理システムを導入せずに、全員が自主的に協力行動をと

る方が全員の利益が大きいので、最適な解決法とは言えない。また、コストの分担を前提

とする管理システムの導入自体が社会的ジレンマの構造を持ってしまい、個人的にコスト

を負担しないという非協力行動（フリーライド）が出現する可能性がある。  

 そこで、あるメンバーがボランティアとなり、管理システム導入によるコストを自主的

に負担するという事態を考えることができる。たとえば、ゴミが正しく出されているかど

うかを集積所で監視したり、違法駐輪が行われないように駅で監視したりするボランティ

アである。そのようなボランティアが１人でも出現すれば、ボランティアだけは労力など

のコストを負担するが、他の人々はコストを負担せずに、全員が協力行動を取ることによ
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る利益を得ることができる。しかし、監視のボランティアが出現しなければ非協力行動が

広がり、全員が不利益を被ることになってしまう。すなわち、このような状況では、ボラ

ンティア・ジレンマの構造が含まれることになるのである。  

 本研究では、Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームに、このようなボランティア・ジレンマの仕

組みを取り入れたゲームを実施してみて、ボランティアの出現可能性や、協力行動と非協

力行動が生じる割合などを調べる実験を行うことにした。そこで、ネットワークに接続さ

れたパソコンを用いて、まずＮ人囚人のジレンマ・ゲームを行って協力行動と非協力行動

の出現のしかたを調べ（実験１）、次に監視ボランティアのルールを組み込んだゲームを行

い、ボランティアがどの程度出現するのか、全体の協力・非協力行動の出現がどのように

変化するのかを調べた（実験２）。実験ではｚ -Tree ソフトウェア（Fischbacher, 2007）を用

いてプログラムを作成し、実行した。  

 

(1) 実験１：通常のＮ人囚人のジレンマ実験  

［方法］  

 東洋大学の学生で、「社会心理学実験演習」を受講する 3、4 年生計 33 名が参加した。参

加者は 6 グループに分かれ、東洋大学社会学部情報実習室のパソコンを用いて、3 グルー

プが 6 人囚人のジレンマ・ゲーム、3 グループが 5 人囚人のジレンマ・ゲームを実施した。

参加者は個々にパソコンに向かってゲームを行うが、互いに誰が自分と同じグループでゲ

ームを行っているのかはわからないようになっていた。  

 実験の利得行列は表２の通りで、赤の選択が協力行動、青の選択が非協力行動にあたる。

赤を選択した人数に関わらず、個人としては青を選択した方が得点が大きいが、全員が青

を選択するよりも全員が赤を選択する方が得点が大きいというジレンマ構造になっている。

「できるだけ多く得点するように」との教示のもとにゲームを開始し、連続して 15 回の試

行を行った。毎回の試行では得点の説明（利得行列）が表示された後に自分の選択（赤ま

たは青）を入力し、全員が入力を終えると、赤と青を選択した人の人数、自分の選択と得

点、および自分のそれまで合計得点が表示された。  

 

表２．Ｎ人囚人のジレンマ・ゲーム実験で用いた利得行列  

 

(a) 6 人ジレンマ  

 

 

 

 

(b) 5 人ジレンマ  

 

 

 

［結果］  

 各グループの協力行動（赤の選択）の人数の推移を示したものが表３である。試行 1～5、

赤を選択した人数 0 1 2 3 4 5 6

赤を選択したときの得点 － 0 1 2 3 4 5

青を選択したときの得点 2 3 4 5 6 7 －

赤を選択した人数 0 1 2 3 4 5

赤を選択したときの得点 － 0 1 2 3 4

青を選択したときの得点 2 3 4 5 6 －
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6～10、11～15 の 3 ブロックに分けて、全グループにおける協力行動の人数の割合を求め

ると、それぞれ 42.4%、30.3%、21.8%であり、試行が進むにつれて協力行動が減尐してい

く傾向を見ることができる。これは、非協力者が存在することで自分の得点を増やすこと

ができないため、得点を増やすために非協力行動に転じる者が増えていった結果ではない

かと考えられる。また、全体に非協力行動の割合が高く、個人の得点を増加させるための

選択が支配的であったと言える。ただし、すべての試行において一貫して非協力行動を選

択した参加者は、グループ１、２、５に１名ずついただけであり、全体として協力行動の

増加を志向する傾向があったことがうかがえる。なお、6 人ジレンマ全体での協力行動の

人数の割合は 31.1%、5 人ジレンマでは 31.6%で、両者の間に違いは見られなかった。  

 

表３．Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームでの協力行動人数の推移  

(a) 6 人ジレンマ  

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 5 人ジレンマ  

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 実験２：監視のボランティアを含むＮ人囚人のジレンマ実験  

 実験１と同じ、「社会心理学実験演習」を受講する 3、4 年生計 34 名（実験１に参加した

者が 31 名）が参加した。参加者は 6 グループに分かれ、4 グループが 6 人囚人のジレンマ・

ゲーム、2 グループが 5 人囚人のジレンマ・ゲームを実施した。参加者は個々にパソコン

に向かってゲームを行うが、実験１と同様に、互いに誰が自分と同じグループでゲームを

行っているのかはわからないようになっていた。  

 実験の利得行列は表４の通りであるが、参加者の選択肢に「赤を選択して監視者になる」

を加えた。監視者になると、自分の得点が２点減点されるものとし、全体として監視者が

１人でもいれば、青を選択した者の得点が０点になるというルールを設定した。監視者が

いれば非協力行動に罰が加えられる（得点が０点になる）が、監視者がいなければ非協力

行動により高い得点が得られるというジレンマと、誰かが監視者になれば自分は監視者に

試行 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

グループ１ 2 2 2 3 2 1 1 0 2 1 2 1 0 0 1

グループ２ 3 4 0 2 3 2 1 0 2 2 2 3 0 2 2

グループ３ 5 4 5 3 3 2 2 1 3 1 1 1 1 2 2

合計 10 10 7 8 8 5 4 1 7 4 5 5 1 4 5

試行 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

グループ４ 4 4 3 3 0 4 5 4 3 3 3 2 3 2 1

グループ５ 2 0 0 1 0 1 1 0 0 1 1 0 1 1 0

グループ６ 3 3 2 1 1 0 3 2 0 1 1 1 0 0 0

合計 9 7 5 5 1 5 9 6 3 5 5 3 4 3 1
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ならずに協力行動で高い得点が得られるというジレンマ（ボランティア・ジレンマ）が複

合したゲームとなっている。監視者になるという選択はボランティア行動であり、たとえ

ば自分だけが監視者となって赤を選択し、他の全員が監視者にならずに赤を選択したとす

ると、自分だけが他の全員より２点低い得点しか得られないことになる。  

 

表４．監視者を含むＮ人囚人のジレンマ・ゲーム実験で用いた利得行列  

 

(a) 6 人ジレンマ  

 

 

 

 

(b) 5 人ジレンマ  

 

 

 

 

実験１と同様に、「できるだけ多く得点するように」との教示のもとにゲームを開始し、

連続して 20 回の試行を行った。毎回の試行で得点と監視者の説明が表示された後に自分の

選択（赤、青、赤で監視者）を入力し、全員が入力を終えると、赤の人数（監視者を含む）、

青の人数、および監視者の人数、そして自分の選択と得点、自分のそれまで合計得点が表

示された。  

 

［結果］  

 各グループの協力行動（赤の選択）の人数と、そのうちの監視者の人数の推移を示した

ものが表５である。試行 1～5、6～10、11～15、16～20 の 4 ブロックに分けて、全グルー

プにおける協力行動の人数の割合と監視者の割合（カッコ内）を求めると、それぞれ 80.0%

（12.9%）、87.6%（15.9%）、84.7%（11.8%）、80.0%（13.5%）であり、協力行動が高い割合

で維持されていることがわかる。一方、監視者の割合は低く、監視者の出現しない試行が

6 人囚人のジレンマで 60%、5 人囚人のジレンマで 37.5%も生じている。すなわち、この実

験においては、非協力行動を選択した場合に監視者が存在すると得点が０になることを避

けて、防衛的に協力行動を選択する参加者が多かったものと推測される。ところが、実際

には監視者が出現しない場合が多く、結果的に協力行動の割合が大きかったものの、「誰か

が監視者になってくれる」ことを期待したフリーライドの行動が多く取られたものと考え

られる。また、この実験では、ボランティア（監視者）の出現する割合はグループの人数

が多い方が小さいという結果になっている。なお、6 人ジレンマでの全体での協力行動の

人数の割合と監視者の割合は 85.8%（13.1%）、5 人ジレンマでは 76.5%（15.5%）であり、

6 人ジレンマの方が監視者の割合が低いにも関わらず協力者が多くなっている。  

 

 

赤を選択した人数 0 1 2 3 4 5 6

赤を選択したときの得点 － 2 3 4 5 6 7

青を選択したときの得点 4 5 6 7 8 9 －

赤を選択した人数 0 1 2 3 4 5

赤を選択したときの得点 － 2 3 4 5 6

青を選択したときの得点 4 5 6 7 8 －
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表５．監視者を含むＮ人囚人のジレンマ・ゲームでの協力行動人数と監視者人数の推移  

(a) 6 人ジレンマ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 5 人ジレンマ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試行 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

グループ１ 5 5 5 6 6 4 5 4 6 6 5 5 6 6 4

（監視者） (0) (0) (0) (2) (1) (0) (2) (0) (2) (2) (2) (0) (1) (2) (2)

グループ２ 4 4 5 6 5 6 6 6 5 6 6 5 6 5 6

（監視者） (0) (0) (1) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (1) (1) (1) (0) (0) (0)

グループ３ 4 3 4 6 6 5 6 6 3 6 4 4 5 5 5

（監視者） (1) (0) (2) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (1)

グループ４ 5 3 5 6 6 5 6 6 6 5 5 6 5 5 6

（監視者） (1) (2) (1) (2) (0) (1) (2) (0) (2) (1) (2) (0) (1) (2) (1)

合計 18 15 19 24 23 20 23 22 20 23 20 20 22 21 21

（監視者） (2) (2) (4) (4) (1) (2) (6) (0) (4) (5) (5) (1) (2) (4) (4)

試行 16 17 18 19 20

グループ１ 4 6 5 6 6

（監視者） 0 (1) 0 (5) (1)

グループ２ 5 6 4 6 5

（監視者） 0 (1) (1) (1) 0

グループ３ 4 5 4 5 4

（監視者） 0 (1) 0 (1) 0

グループ４ 5 5 6 5 5

（監視者） (1) 0 (2) (1) (1)

合計 18 22 19 22 20

（監視者） (1) (3) (3) (8) (2)

試行 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

グループ５ 2 3 4 4 4 2 3 5 5 4 4 5 5 5 5

（監視者） 0 (1) (1) (1) (1) (1) 0 (1) (3) 0 0 (1) (1) (1) 0

グループ６ 3 4 4 4 5 4 5 4 5 4 2 3 4 4 3

（監視者） 0 (1) (1) (2) (1) 0 (2) (1) (1) (1) 0 0 (1) 0 0

合計 5 7 8 8 9 6 8 9 10 8 6 8 9 9 8

（監視者） 0 (2) (2) (3) (2) (1) (2) (2) (4) (1) 0 (1) (2) (1) 0
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４．考察  

 Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームでは、理論的には全員が非協力を選択するという均衡点が

存在するが、実験ではいずれもそのような均衡には至らず、協力行動を選択する参加者が

ある程度の割合で存在している。これは、実験参加者が「協力し合うこと」への志向性を

備えているのではないかと推測される。２人囚人のジレンマ・ゲームでは、自分の選択が

相手へのメッセージを含むため、相手が協力すれば自分も協力するという「応報戦略」が

有効であることが示されている（Axelrod, 1984）。しかし、Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームで

はそのようなメッセージ性が弱いため、有効な戦略とは言えない。山岸（2000）は、「みん

なが」原理（社会的交換ヒューリスティック）という行動原理が適応的であることを示し、

利益の尐ない協力行動を選択するという一見不合理な行動が生じる理由を説明している。

合理的な行動とは、単に目前の利益を求めることではなく、他者との持続的な関係性を前

提として決められるということであろう。  

 一般に、Ｎ人囚人のジレンマ・ゲームや、Ｎ人ボランティア・ジレンマ・ゲームを実験

的に実施するには、ネットワークで互いに接続されたコンピュータを使わなければ非常に

困難である。そのため、過去に行われてきた実験研究は、場面想定法による質問紙実験や、

コンピュータのプログラムを相手にゲームを行うものが多かった。本研究では、ｚ -Tree

ソフトウェア（Fischbacher, 2007）を利用して、実際にＮ人ジレンマ状況を作り出して実験

を行った点に意義があると考えている。特に、監視のボランティアを含むＮ人囚人のジレ

ンマ・ゲームは、日常生活でも起こり得る状況設定であり、環境問題への対処とも密接に

関連しており、実験データを収集することで応用研究としてさまざまな示唆が得られるも

のと期待される。本研究は、まだパイロット・スタディの域を出ておらず、実験参加者が

ある程度まで社会的ジレンマの知識を持っていたため、データにバイアスが生じたことは

否めない。また、実験１の経験が実験２の結果に影響した可能性も否定できない。しかし、

社会的ジレンマ事態における行動は、個人の特性よりも社会的な条件の影響を強く受けて

生じるものと考えられ、実際、本研究の実験１では知識にかかわらず非協力行動が非常に

多く生じていることから、実験を実施したことで今後の研究の展開に有益な示唆が得られ

たものと考えている。  

 本研究の実験２では、ボランティア・ジレンマの構造をＮ人囚人のジレンマに組み込ん

だ状況を設定したのであるが、今後の展開に当たっては、単純なボランティア・ジレンマ

試行 16 17 18 19 20

グループ５ 3 5 4 3 4

（監視者） 0 (1 ) 0 0 (1 )

グループ６ 3 3 4 2 4

（監視者） (1 ) 0 (3 ) (1 ) (1 )

合計 6 8 8 5 8

（監視者） (1 ) (1 ) (3 ) (1 ) (2 )
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の実験を行っておく必要があろう。そして、利得行列や参加者の人数が参加者の行動にど

のような影響を及ぼすのかを調べ、さらにＮ人囚人のジレンマでもそれらの変数の影響を

調べてから、今回のような複合的な実験へと展開していく必要がある。また、実験では「赤

か青か」という抽象的な選択課題を提示したが、環境問題と関連づけて論じるためには、

より具体的な選択場面を示すことも検討すべきであろう。環境問題には、資源ジレンマの

側面と公共財ジレンマの側面が存在しているが、公共財ジレンマとして位置づけられるボ

ランティア・ジレンマがその中でどのように位置づけられるのか、また大島（2010）が指

摘しているような「ボランティア意識の文化差」の存在を実験的に確認できるのかなどに

ついて、当面の課題として取り組んでいきたいと考えている。  
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